
定性的情報・財務諸表等

１．連結経営成績に関する定性的情報

　 当第１四半期連結会計期間における我が国経済は、原油高や原材料価格の高騰が企業収益を圧迫し、消費者物価も

値上げの圧力が高まる中、個人消費も低迷しております。米国の景気後退に加え、世界的なインフレ圧力もあり、日

本経済を支える輸出の伸びが鈍化するとの懸念が広がり、企業の設備投資も慎重になるなど、景気動向は予断を許さ

ない情況にあります。

　 不動産業界におきましては、住宅着工件数が改正建築基準法の影響等で大幅に落ち込み、新築マンションの供給戸

数も減少いたしました。また、地価及び建築資材の高騰による販売価格の上昇が消費者の買い控えを招き、値引きに

よる販売が常態化する傾向にあるなど、不動産業界を取り巻く環境は大変厳しいものとなっております。

　このような状況下、当第１四半期の売上高は43億円（前年同期比5.4％減）、経常損失は13億48百万円（前年同期は

7億7百万円の経常損失）、四半期純損失は90億56百万円（前年同期は7億60百万円の純損失）となりました。

 

　不動産ソリューション事業等の廃止について

　昨年来からの金融および不動産業界の環境の変化により、不動産取引が急速に鈍化しております。このような環境

変化を踏まえ、追加投資の抑制や事業リスクを極小化するため、不動産ソリューション事業および収益性を充足でき

ない開発中の一部プロジェクトを廃止いたしました。

 

２．連結財政状態に関する定性的情報

　（1）資産、負債及び純資産の状況

当第１四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べ58億51百万円減少の597億41百万円となりまし

た。これは、主に、たな卸資産評価損に伴うものであります。なお、上記のとおり、不動産ソリューション事業等を

廃止したことに伴い、当第１四半期連結会計期間において、不動産ソリューション事業等に係る資産の所有目的を変

更し、流動資産の販売用不動産、仕掛不動産、流動用不動産から固定資産の投資不動産へ振替えております。

負債合計は、前連結会計年度末に比べ32億15百万円増加の518億25百万円となりました。これは、主に借入金の増加

によるものであります。

純資産合計は、前連結会計年度末に比べ90億67百万円減少の79億15百万円となりました。これは、主にたな卸資産評

価損に伴う利益剰余金の減少などによるものであります。

 

　（2）キャッシュ・フローの状況

　　当第１四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

　　当第１四半期連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前連結会計年度末に比べ４億

60百万円増加し、当第１四半期連結会計期間は30億5百万円となりました。

　（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　　営業活動の結果使用した資金は51億57百万円となりました。これは主に当第１四半期連結会計期間の税金等調整前

四半期純損失によるものであります。

　（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は8億50百万円となりました。これは主に投資用不動産の取得によるものであります。

　（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果得られた資金は64億68百万円となりました。これは主に借入金の増加によるものであります。

 

３．連結業績予想に関する定性的情報

当第1四半期における業績の進捗を勘案し、業績予想の見直しを行った結果、平成20年５月26日付の「平成20年３

月期決算短信」にて発表いたしました平成21年３月期の第２四半期連結累計業績予想、及び通期連結業績予想、並

びに平成21年３月期の第２四半期累計個別業績予想、及び通期個別業績予想を修正しております。

　詳細は、本日別途開示する「業績予想の修正に関するお知らせ」をご参照ください。
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４．その他

（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）

　該当事項はありません。

 

（２）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用

　該当事項はありません。

 

（３）四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更

① 四半期財務諸表に関する会計基準の適用

　当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号）及び「四半期財務諸表に関

する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第14号）を適用しております。また、「四半期連結財務諸表

規則」に従い四半期連結財務諸表を作成しております。

② たな卸資産の評価基準及び評価方法の変更

通常の販売目的で保有するたな卸資産については、従来、個別法による原価法によっておりましたが、当第１

四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５日）が適

用されたことに伴い、個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方

法）により算定しております。

　これにより、税金等調整前四半期純損失が5,666,282千円増加いたしました。

　③ リース取引に関する会計基準の適用

　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって

おりましたが、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号 平成５年６月17日、平成19年３月30日

最終改正）及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第16号 平成６年１月18日、

平成19年３月30日最終改正）が平成20年４月１日以後開始する連結会計年度に係る四半期連結財務諸表から適用

することができることになったことに伴い、当第１四半期連結会計期間からこれらの会計基準等を適用し、通常

の売買取引に係る会計処理によっております。また、所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

の減価償却の方法については、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

　これによる損益への影響はありません。

　なお、リース取引開始日が平成20年４月１日前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、引き続

き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を適用しております。　 
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５．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末 
(平成20年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年３月31日) 

資産の部   
流動資産   

現金及び預金 3,005,263 2,544,273 
受取手形及び売掛金 152,999 178,978 
販売用不動産 4,998,572 7,489,099 
流動用不動産 － 11,469,698 
仕掛不動産 15,394,794 36,405,809 
商品及び製品 8,917 5,195 
仕掛品 84 227 
原材料及び貯蔵品 17,647 19,920 
短期貸付金 4,910,240 4,576,326 
その他 866,063 874,800 
貸倒引当金 △80,821 △71,408 

流動資産合計 29,273,762 63,492,920 
固定資産   

有形固定資産 646,296 655,493 
無形固定資産 80,376 86,931 
投資その他の資産   

投資不動産（純額） 28,532,590 － 
その他 2,696,087 2,708,004 
貸倒引当金 △1,487,765 △1,350,243 

投資その他の資産合計 29,740,912 1,357,761 

固定資産合計 30,467,584 2,100,185 

資産合計 59,741,347 65,593,105 
負債の部   

流動負債   
支払手形及び買掛金 3,305,627 8,203,156 
短期借入金 24,901,803 17,080,302 
1年内返済予定の長期借入金 12,658,238 9,134,794 
未払法人税等 26,279 45,975 
賞与引当金 47,089 － 
その他 910,836 1,153,886 
流動負債合計 41,849,873 35,618,113 

固定負債   
長期借入金 7,729,065 12,605,065 
開発損失引当金 1,898,385 － 
その他 348,445 386,869 
固定負債合計 9,975,895 12,991,934 

負債合計 51,825,769 48,610,047 



（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末 
(平成20年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年３月31日) 

純資産の部   
株主資本   

資本金 11,497,640 11,497,640 
資本剰余金 11,706,334 11,706,334 
利益剰余金 △14,912,567 △5,855,911 
自己株式 △487,638 △487,638 

株主資本合計 7,803,769 16,860,425 
評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 555 3,180 
評価・換算差額等合計 555 3,180 

新株予約権 111,253 119,451 
純資産合計 7,915,578 16,983,057 

負債純資産合計 59,741,347 65,593,105 



（２）四半期連結損益計算書 
（第１四半期連結累計期間） 

（単位：千円）

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 

 至 平成20年６月30日) 

売上高 4,300,380 
売上原価 3,928,269 
売上総利益 372,111 

販売費及び一般管理費 1,301,876 
営業損失（△） △929,765 

営業外収益  
受取利息 25,259 
賃貸収入 80,550 
その他 17,247 
営業外収益合計 123,057 

営業外費用  
支払利息 426,274 
支払手数料 82,852 
賃貸原価 27,894 
その他 4,476 
営業外費用合計 541,497 

経常損失（△） △1,348,205 

特別利益  
未払賞与戻入益 94,194 
新株予約権戻入益 8,198 
特別利益合計 102,392 

特別損失  
投資有価証券評価損 2,100 
投資不動産売却損 5,486 
事業再構築損 7,787,241 
特別損失合計 7,794,828 

税金等調整前四半期純損失（△） △9,040,641 

法人税、住民税及び事業税 7,549 
法人税等調整額 8,465 
法人税等合計 16,015 

四半期純損失（△） △9,056,656 



（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 
（単位：千円）

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 

 至 平成20年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  
税金等調整前四半期純損失（△） △9,040,641 
減価償却費 32,823 
長期前払費用償却額 289 
繰延消費税償却 1,968 
貸倒引当金の増減額（△は減少） 146,935 
賞与引当金の増減額（△は減少） 47,089 
開発損失引当金の増減額（△は減少） 1,898,385 
受取利息及び受取配当金 △28,147 
新株予約権戻入益 △8,198 
支払利息 426,274 
事業再構築損 5,888,855 
投資有価証券評価損益（△は益） 2,100 
売上債権の増減額（△は増加） 25,979 
たな卸資産の増減額（△は増加） 1,279,414 
差入敷金保証金の増減額(△は増加) △5,632 
仕入債務の増減額（△は減少） △4,897,528 
未払金の増減額（△は減少） △220,072 
未払費用の増減額(△は減少) △162,292 
その他 △123,782 

小計 △4,736,179 

利息及び配当金の受取額 28,138 
利息の支払額 △400,616 
事業再構築損の支払額 △27,573 
法人税等の支払額 △21,444 

営業活動によるキャッシュ・フロー △5,157,674 

投資活動によるキャッシュ・フロー  
投資不動産の取得による支出 △610,308 
投資不動産の売却による収入 85,213 
有形固定資産の取得による支出 △566 
有形固定資産の売却による収入 12 
無形固定資産の売却による収入 70 
短期貸付金の増減額（△は増加） △335,705 
長期貸付金の回収による収入 9,311 
その他 1,692 
投資活動によるキャッシュ・フロー △850,280 



（単位：千円）

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 

 至 平成20年６月30日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー  
短期借入金の増減額 7,821,501 
長期借入れによる収入 420,000 
長期借入金の返済による支出 △1,772,556 

財務活動によるキャッシュ・フロー 6,468,945 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 460,989 

現金及び現金同等物の期首残高 2,544,273 
現金及び現金同等物の四半期末残高 3,005,263 



当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号）及び「四半期財務諸表に関す

る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第14号）を適用しております。また、「四半期連結財務諸表規

則」に従い四半期連結財務諸表を作成しております。

 

（４）継続企業の前提に関する注記

該当事項はありません。

（５）セグメント情報

ａ．事業の種類別セグメント情報

当第１四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日）

不動産販売事業

（千円）

その他

（千円）

計

（千円）

消去又は全社 

（千円）

連結

（千円）

Ⅰ　売上高      

(1）外部顧客に対する

売上高
3,661,446 638,933 4,300,380 ― 4,300,380

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高
― ― ― ― ―

計 3,661,446 638,933 4,300,380 ― 4,300,380

営業利益及び営業損失(△） △782,130 34,750 △747,380 (182,385) △929,765

　（注）１．事業区分の方法

　　　　　事業は、当社の事業内容に基づく売上集計区分によっております。

 　　　 ２．各事業の主な内容

 　　　　　不動産販売事業・・・・居住用のマンション等の販売

 　　　　　その他・・・・・・・・不動産賃貸(仲介・管理・サブリース)事業、管理組合事業、マンションＩＴ化等事

業、プロバイダー事業、不動産担保融資事業

　３．従来の「ソリューション事業」は、当第１四半期連結会計期間においてソリューション事業を廃止したこと

によりセグメント区分から除外しております。

 

ｂ．所在地別セグメント情報

　当第１四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日）

　本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため該当事項はありません。

ｃ．海外売上高

　当第１四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日）

　海外売上高がないため、該当事項はありません。

（６）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記

　該当事項はありません。
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